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報告第 ２ 号 

   損害賠償額の決定及び和解について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、

別紙のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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報告第 ３ 号 

   令和５年度白石市一般会計予算繰越明許費繰越計算書について

令和５年度白石市一般会計予算の繰越明許費は、別紙のとおり翌年度に繰

り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第

２項の規定により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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＜一般会計＞ （単位：円）

既 収 入

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2 1

総務費 総務管理費 市有財産管理事業 6,386,000 6,385,720 6,385,720

2 3

総務費
戸籍住民基
本台帳費

戸籍総合システム改修事業 7,084,000 7,084,000 国庫支出金 7,084,000

3 1

民生費 社会福祉費
地域介護・福祉空間整備等
事業

4,730,000 4,730,000 国庫支出金 4,730,000

3 1

民生費 社会福祉費
物価高騰対策給付金給付事
業（住民税均等割課税分）

54,449,000 54,448,724 国庫支出金 47,850,000 6,598,724

3 2

民生費 児童福祉費
白石市子ども・子育て支援事
業計画策定事業

5,400,000 5,400,000 5,400,000

3 2

民生費 児童福祉費
物価高騰対策給付金給付事
業（子育て世帯加算）

14,580,000 14,579,278 国庫支出金 13,250,000 1,329,278

4 1

衛生費 保健衛生費
新型コロナウイルスワクチン
接種事業

3,391,000 3,391,000 国庫支出金 3,287,294 103,706

令和５年度　白　石　市　繰　越　明　許　費　繰　越　計　算　書

令和6年6月17日
白石市長　山田　裕一

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

-
5
-



既 収 入

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

6 1

農林水産業費 農業費
農業用防災重点ため池安全
施設設置事業

10,000,000 10,000,000 県支出金 7,600,000 2,400,000

6 1

農林水産業費 農業費 農業用施設整備事業 10,890,000 10,890,000 10,600,000 290,000

7 1

商工費 商工費
物価高騰対策商品券配布事
業

77,507,000 77,506,172 国庫支出金 52,321,000 25,185,172

7 1

商工費 商工費 白石スキー場車庫復旧事業 48,116,000 48,115,500 48,115,500

8 2

土木費 道路橋梁費 緊急自然災害防止対策事業 62,000,000 62,000,000 62,000,000

8 2

土木費 道路橋梁費 橋梁長寿命化対策事業 293,836,000 293,836,000 国庫支出金 161,334,000 132,502,000

8 2

土木費 道路橋梁費 交付金事業 27,300,000 27,300,000 国庫支出金 13,500,000 12,100,000 1,700,000

8 2

土木費 道路橋梁費
スマートインターチェンジ整
備事業

150,869,000 150,868,646 国庫支出金 78,981,000 63,000,000 8,887,646

8 2

土木費 道路橋梁費 道の駅整備事業 307,750,000 307,750,000 国庫支出金 107,360,000 168,400,000 31,990,000

-
6
-



既 収 入

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

8 3

土木費 河川費 河川浚渫事業 13,800,000 13,800,000 13,800,000

8 4

土木費 都市計画費 立地適正化計画等策定事業 8,800,000 8,800,000 国庫補助金 2,240,000 6,560,000

8 4

土木費 都市計画費
公園施設長寿命化計画策定
事業

27,300,000 27,300,000 国庫支出金 13,500,000 13,800,000

8 4

土木費 都市計画費
公園施設長寿命化対策支援
事業

3,372,000 3,372,000 国庫支出金 1,536,000 1,300,000 536,000

8 4

土木費 都市計画費 中河原白石沖線街路事業 57,609,000 57,609,000 国庫支出金 29,978,000 21,000,000 6,631,000

8 5

土木費 住宅費
木造住宅耐震改修工事助成
補助金

1,000,000 1,000,000 国県支出金 650,000 350,000

11 2

災害復旧費
公共土木施
設等災害復
旧費

公共土木施設災害復旧事業 8,886,000 8,886,000 国庫支出金 5,926,000 2,900,000 60,000

-
7
-



報告第 ４ 号 

   令和５年度白石市一般会計予算事故繰越し繰越計算書について

令和５年度白石市一般会計予算の事故繰越しは、別紙のとおり翌年度に繰

り越したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５０条第

３項の規定により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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＜一般会計＞ （単位：円）

既 収 入

特 定 財 源 国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

8 2

土木費 道路橋梁費
緊急自然災害防止対策事
業

14,179,000 14,179,000 14,100,000 79,000

8 3

土木費 河川費
災害時監視システム構築事
業

57,456,000 57,455,200 国庫補助金 28,725,000 28,730,200

8 4

土木費 都市計画費
災害時監視システム構築事
業

24,527,000 24,527,000 国庫補助金 12,263,000 12,264,000

11 3

災害復旧費
文教施設災
害復旧費

社会教育施設災害復旧事
業

962,000,000 962,000,000 国庫補助金 893,627,000 10,400,000 57,973,000

令和５年度　白　石　市　事　故　繰　越　し　繰　越　計　算　書

令和6年6月17日
白石市長　山田　裕一

款 項 事業名 金額 翌年度繰越額

左の財源内訳

未 収 入 特 定 財 源
一 般 財 源

説明

被災箇所が多数におよび復旧工
事に多くの時間を要していること、
また電気設備工事の資材調達に
時間を要することとなり、年度内
完成が困難となったため

事業に必要な電線ケーブルの需
要の急激な高まりを受けて工事
資材の調達に時間を要することと
なり、年度内完成が困難となった
ため

事業に必要な電線ケーブルの需
要の急激な高まりを受けて工事
資材の調達に時間を要することと
なり、年度内完成が困難となった
ため

設計業務において、現況の埋設
構造物（上水道及び下水道施
設）管理者との協議、調整に不測
の日数を要したことから、年度内
完成が困難となったため

-
9
-



報告第 ５ 号 

   令和５年度白石市水道事業会計予算繰越計算書について

令和５年度白石市水道事業会計予算は、別紙のとおり翌年度に繰り越した

ので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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（単位：円）

説　　明

円 円 円 円 円 円 円

令和5年度　白石市災害監視シ
ステム構築業務（上下水道施
設）
資材確保に不測の日数を要し
たため

令和5年度　水単委-3　三住地
区水道施設整備実施設計業務
用地交渉に不測の日数を要し
たため

令和5年度　水単委-4　(仮称)
白石中央ｽﾏｰﾄｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ周
辺整備に伴う配水管布設実施
設計業務
事業認可に伴う管路・口径の検
討に不測の日数を要したため

令和５年度　水単請－３　老朽
管更新工事（その１）
占有協議に不測の日数を要し
たため

令和５年度　水単請－７　老朽
管更新工事（その２）
一部区間において作業に不測
の日数を要したため

令和５年度　水単請－８　老朽
管更新工事（その３）
当初計画に変更が生じその検
討に不測の日数を要したため

令和５年度　水単請－９　送水
管布設工事（２工区）
通行規制調整及び地下埋設物
事前調査に不測の日数を要し
たため

事業名

406,516,000

不用額既　収　入
特　定　財　源

未　収　入
特　定　財　源

一 般 財 源

令和５年度　白石市水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度繰越額

左の財源内訳

１
水道事業
資本的支出

１
建設改良費 237,900,000 131,056,000

配水施設整備
事業

1,60037,558,400 368,956,000

-
1
1
-



（単位：円）

説　　明

１
水道事業
費用

１
営業費用

汚染廃棄物処
理業務

6,058,000 4,215,502 1,842,000 1,842,000 498

令和５年度低濃度PCB汚染廃
棄物収集運案業務
令和５年度低濃度PCB汚染廃

棄物処理業務
協議に不測の日数を要したた
め

令和５年度　白石市水道事業会計予算繰越計算書

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

翌年度繰越額

地方公営企業法第２６条第２項ただし書きの規定による事故繰越額

左の財源内訳

不用額既　収　入
特　定　財　源

未　収　入
特　定　財　源

一 般 財 源

-
1
2
-



報告第 ６ 号 

   令和５年度白石市下水道事業会計予算繰越計算書について

令和５年度白石市下水道事業会計予算は、別紙のとおり翌年度に繰り越し

たので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規

定により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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（単位：円）

説　　明

円 円 円 円 円 円 円

1
公共下水道資
本的支出

１
建設改良費

未普及対策事
業

32,055,000 32,055,000 29,900,000 2,155,000

令和5年度　下公委-2
(仮称)白石中央ｽﾏｰﾄｲ
ﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ周辺管渠整
備実施設計業務
事業認可手続きに不測
の日数を要したため

２
農業集落排水
事業資本的支
出

１
建設改良費 その他更新事

業等
3,410,000 3,410,000 1,705,000 1,705,000

令和５年度白石市災害
監視システム構築業務
（上下水道施設）
資材確保に不測の日数
を要したため

不用額既　収　入
特　定　財　源

未　収　入
特　定　財　源

一 般 財 源
翌年度繰越額

左の財源内訳

令和５年度　白石市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

-
1
4
-



（単位：円）

説　　明

令和5年度　下単委-2
郡山字西堀地区下水道
管渠修繕実施設計業務
業務対象管渠の口径が
大きく流量も多いため、
現地調査に不測の日数
を要したため

令和5年度　下公委-1
内水浸水想定区域ﾓﾃﾞ
ﾙ作成及び雨水管理方
針策定業務
測量調査エリアを広げ、
全域を一体的に調査す
ることになったため

未　収　入
特　定　財　源

一 般 財 源
款 項 事業名 予算計上額

支払義務
発生額

翌年度繰越額

左の財源内訳

令和５年度　白石市下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第２項ただし書きの規定による事故繰越額

不用額既　収　入
特　定　財　源

43,332,000 11,558,000 659
1
公共下水道事
業費用

１
営業費用 浸水対策事業 59,854,000 4,963,341 54,890,000

-
1
5
-



報告第 ７ 号 

   令和５年度白石市病院事業会計予算繰越計算書について

令和５年度白石市病院事業会計予算は、別紙のとおり翌年度に繰り越した

ので、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第２６条第３項の規定

により報告する。

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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（単位：円）

説　　明

円 円 円 円 円 円 円

1
病院事業
資本的支出

2
建設改良費

病院施設整備
事業

114,400,000 4,950,000 109,450,000 43,500,000 65,900,000 50,000

資材の納期遅延及
び患者等の移動調
整に不測の日数を
要したため。

翌年度繰越額

左の財源内訳

不用額既　収　入
特　定　財　源

未　収　入
特　定　財　源

一 般 財 源

令和５年度　白石市病院事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額

款 項 事業名 予算計上額
支払義務
発生額

-
1
7
-



議     案
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議案第３２号 

   固定資産評価員の選任について

次の者を固定資産評価員に選任したいから、地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第４０４条第２項の規定により議会の同意を求める。

記

 住  所  

 氏  名  佐 藤 純 哉

 生年月日  

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一 

-19-



議案第３３号 

   専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。

令和５年度白石市一般会計補正予算（専決第３号）

    （令和６年３月２９日専決）

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第３４号 

   専決処分の承認を求めることについて

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。

令和５年度白石市国民健康保険特別会計補正予算（専決第４号）

（令和６年３月２９日専決）

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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議案第３５号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

令和５年度白石市水道事業会計補正予算（専決第５号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第３６号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

令和５年度白石市下水道事業会計補正予算（専決第６号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第３７号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技 

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例（専決第７号 

） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技 

術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例 

 白石市水道事業布設工事監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理

者の資格基準に関する条例（平成２５年白石市条例第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第４条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の白石市水道事業布設工事

監督者の配置基準及び資格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条

例第４条第６号に規定する講習を修了している者については、この条例によ

る改正後の同号に規定する者とみなす。 
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議案第３８号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する 

基準等を定める条例の一部を改正する条例（専決第８号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 白石市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２５年白石市条例第１２号）の一部を次のように改正

する。 

第７条第５項第５号中「第６６条」を「第６６条第１項」に改め、同項中

第１１号を削り、第１２号を第１１号とし、同条第６項ただし書中「同一施

設内」を「同一敷地内」に改める。 

第８条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０条第２項中「第５項で」を「第５項に」に改め、同項第２号中「磁

気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。第２０４条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）

」に改める。 

第２５条中第９号を第１１号とし、第８号を第１０号とし、第７号の次に

次の２号を加える。 

(８) 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供に当たっては、当該

  利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

  い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「

  身体的拘束等」という。）を行ってはならない。 

(９) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

  利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

  ない。 

第３５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同

項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、原則として、重要事

項をウェブサイトに掲載しなければならない。 
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第４３条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第７号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第８号とし

、同項第６号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第７

号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同

項第６号とし、同項第４号の次に次の１号を加える。 

(５) 第２５条第９号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

  の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４８条第４項中第１１号を削り、第１２号を第１１号とする。 

第４９条ただし書中「同一敷地内の」を削る。 

第５２条中第７号を第９号とし、第６号を第８号とし、第５号を第７号と

し、第４号の次に次の２号を加える。 

(５) 指定夜間対応型訪問介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

  利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

  身体的拘束等を行ってはならない。 

(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

  利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

  ない。 

第５９条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号とし

、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第５

号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同

項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 第５２条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

  の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条の３ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の８中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に

次の２号を加える。 

(５) 指定地域密着型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の

  利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、

  身体的拘束等を行ってはならない。 
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(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

  利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

  ない。 

第６０条の１８第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同項第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の

１号を加える。 

(３) 第６０条の８第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

  の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６０条の１９の３中「同項第３号」を「同項第４号」に、「同項第４号

」を「同項第５号」に改める。 

第６０条の２３第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６０条の２８第２項中「指定居宅介護支援事業」を「指定居宅介護支援

事業者」に改める。 

第６０条の２９中第５号を第７号とし、第４号を第６号とし、第３号を第

５号とし、第２号の次に次の２号を加える。 

(３) 指定療養通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者

  等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的

  拘束等を行ってはならない。 

(４) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

  利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

  ない。 

第６０条の３６第２項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め

、同項第７号を同項第８号とし、同項第６号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」

を「の規定による」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号の次に次の

１号を加える。 
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(４) 第６０条の２９第４号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、

  その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第６３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第６６条第２項中「指定介護療養型医療施設」を「健康保険法等の一部を

改正する法律（平成１８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法

第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設」に改める。 

第６７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第７１条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の

２号を加える。 

(５) 指定認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利用者又は他

  の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き

  、身体的拘束等を行ってはならない。 

(６) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

  利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら

  ない。 

第８０条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を

加える。 

(３) 第７１条第６号の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際

  の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第８３条第６項の表（１）の項中「、指定介護療養型医療施設（医療法（

昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有す

る診療所であるものに限る。）」を削る。 

第８４条第１項ただし書中「当該指定小規模多機能型居宅介護事業所に併

設する前条第６項の表（１）の項中欄に掲げる施設等の職務、同一敷地内の

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の職務（当該指定定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業者が、指定夜間対応型訪問介護事業者、指定訪
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問介護事業者又は指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、一体的な運営を

行っている場合には、これらの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１

５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号

ニに規定する第１号介護予防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等

の職務」に改め、同条第３項中「第１１３条」の次に「、第１９３条第３項

」を加える。 

第８７条第２項第２号ウ中「以下」を「以下この号において」に改める。 

第９３条第５号中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条中第８号を

第９号とし、第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

(７) 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図

  るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

   装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上

   開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

   知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

   修を定期的に実施すること。 

第１０７条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

 る方策を検討するための委員会の設置） 

第１０７条の２ 指定小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定小規模多

機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上そ

の他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該指定小規模多機

能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保

及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開催しなけれ

ばならない。 

第１０８条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規
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定による」に改める。 

第１１２条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設す

る指定小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所」を削る。 

第１２２条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること

等により」を削る。 

第１２６条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次

の５項を加える。 

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき協力医療

機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定め

るように努めなければならない。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

  応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求めがあっ

  た場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協力医療機

関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、

協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

４ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７

項に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」

という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエ

ンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定す

る新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努

めなければならない。 

５ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二種協定指

定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で

、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

６ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機関その他

の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能とな
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った場合においては、再び当該指定認知症対応型共同生活介護事業所に速

やかに入居させることができるように努めなければならない。 

第１２８条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。 

第１２９条中「及び第１０５条」を「、第１０５条及び第１０７条の２」

に改める。 

第１３１条第７項中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条に次の１項

を加える。 

１１ 次に掲げる要件のいずれにも適合する場合における第１項第２号アの

規定の適用については、同号ア中「１」とあるのは、「０．９」とする。 

(１) 第１５０条において準用する第１０７条の２に規定する委員会にお

  いて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減

  を図るための取組に関する次に掲げる事項について必要な検討を行い、

  及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

ア 利用者の安全及びケアの質の確保 

イ 地域密着型特定施設従業者の負担軽減及び勤務状況への配慮 

ウ 緊急時の体制整備 

エ 業務の効率化、介護サービスの質の向上等に資する機器（次号にお

   いて「介護機器」という。）の定期的な点検 

オ 地域密着型特定施設従業者に対する研修 

(２) 介護機器を複数種類活用していること。 

(３) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を

  図るため、地域密着型特定施設従業者間の適切な役割分担を行っている

  こと。 

(４) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減を

  図る取組による介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われて

  いると認められること。 

第１３２条ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する指定

小規模多機能型居宅介護事業所若しくは指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の職務」を削る。 
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第１４８条中第２項を第７項とし、第１項の次に次の５項を加える。 

２ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、前項の規定に基づき

協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機

関を定めるように努めなければならない。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

  応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者からの診療の求

  めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、１年に１回以上、協

力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

４ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、第二種協定指定医療

機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなけ

ればならない。 

５ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、協力医療機関が第二

種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければなら

ない。 

６ 指定地域密着型特定施設入居者生活介護事業者は、利用者が協力医療機

関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が

可能となった場合においては、再び当該指定地域密着型特定施設に速やか

に入居させることができるように努めなければならない。 

第１４９条第２項第２号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。 

第１５０条中「及び第１００条」を「、第１００条及び第１０７条の２」

に改める。 

第１５２条第８項第３号中「若しくは」を「又は」に改め、「又は介護支

援専門員（指定介護療養型医療施設の場合に限る。）」を削る。 

第１５３条第１項第６号中「医療法」の次に「（昭和２３年法律第２０５

号）」を加える。 
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第１６６条の２中「医師」の次に「及び協力医療機関の協力を得て、当該

医師及び当該協力医療機関」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、前項の医師及び協力医療機関の協

力を得て、１年に１回以上、緊急時等における対応方法の見直しを行い、

必要に応じて緊急時等における対応方法の変更を行わなければならない。 

第１６７条ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１６８条第５号中「に規定する」を「の規定による」に、「を記録する

」を「の記録を行う」に改め、同条第６号中「に規定する」を「の規定によ

る」に、「を記録する」を「の記録を行う」に改め、同条第７号中「に規定

する」を「の規定による」に、「記録する」を「の記録を行う」に改める。 

第１７３条の見出しを「（協力医療機関等）」に改め、同条第１項中「入

院治療を必要とする入所者のために」を「入所者の病状の急変等に備えるた

め」に、「協力病院」を「次の各号に掲げる要件を満たす協力医療機関（第

３号に掲げる要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）」に改

め、同項に後段として次のように加える。 

この場合においては、複数の医療機関を協力医療機関として定めることに

より当該各号に掲げる要件を満たすことができる。 

第１７３条第１項に次の各号を加える。 

(１) 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

  応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定地域密着型介護老人福祉施設からの診療の求めがあった場

  合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

(３) 入所者の病状が急変した場合等において、当該指定地域密着型介護

  老人福祉施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を

  行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる

  体制を確保していること。 

第１７３条中第２項を第６項とし、第１項の次に次の４項を加える。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、１年に１回以上、協力医療機関と

の間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力

医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 
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３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、第二種協定指定医療機関との間で

、新興感染症の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない

。 

４ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、協力医療機関が第二種協定指定医

療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新

興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。 

５ 指定地域密着型介護老人福祉施設は、入所者が協力医療機関その他の医

療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった

場合においては、再び当該指定地域密着型介護老人福祉施設に速やかに入

所させることができるように努めなければならない。 

第１７７条第２項第２号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規

定による」に改める。 

第１７８条中「及び第６０条の１６第１項から第４項まで」を「、第６０

条の１６第１項から第４項まで及び第１０７条の２」に改める。 

第１８８条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の管理者は、ユニット型施

設の管理等に係る研修を受講するよう努めなければならない。 

第１９０条中「第４項まで」の次に「、第１０７条の２」を加える。 

第１９１条中「施行規則第１７条の１２に規定する看護小規模多機能型居

宅介護」を「法第８条第２３項第１号に規定するもの」に改める。 

第１９２条第７項中第４号を削り、第５号を第４号とする。 

第１９３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは当該指

定看護小規模多機能型居宅介護事業所に併設する前条第７項各号に掲げる施

設等」を削る。 

第１９８条第１号中「療養上の管理の下で」を「当該利用者の居宅におい

て、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、日常生活上の

世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を」に改め、同

条中第１１号を第１２号とし、第７号から第１０号までを１号ずつ繰り下げ

、第６号の次に次の１号を加える。 

(７) 指定看護小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化
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  を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

ア 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

   装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上

   開催するとともに、その結果について、看護小規模多機能型居宅介護

   従業者に周知徹底を図ること。 

イ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

ウ 看護小規模多機能型居宅介護従業者に対し、身体的拘束等の適正化

   のための研修を定期的に実施すること。 

第２０２条第２項第３号及び第６号から第９号までの規定中「に規定する

」を「の規定による」に改める。 

第２０３条中「及び第１０７条」を「、第１０７条及び第１０７条の２」

に改める。 

第２０４条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による

情報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附則第１０条中「健康保険法等の一部を改正する法律附則第１３０条の２

第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３５条に

１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月

３１日までの間におけるこの条例による改正後の白石市指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（以下「

新地域密着型サービス基準条例」という。）第９３条第７号及び第１９８

条第７号の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあ

るのは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 
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第３条 施行日から令和９年３月３１日までの間における新地域密着型サー

ビス基準条例第１０７条の２（新地域密着型サービス基準条例第１２９条

、第１５０条、第１７８条、第１９０条及び第２０３条において準用する

場合を含む。）の規定の適用については、新地域密着型サービス基準条例

第１０７条の２中「しなければ」とあるのは、「するよう努めなければ」

とする。 

（協力医療機関との連携に関する経過措置） 

第４条 施行日から令和９年３月３１日までの間における新地域密着型サー

ビス基準条例第１７３条第１項（新地域密着型サービス基準条例第１９０

条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同項中「定

めておかなければ」とあるのは、「定めておくよう努めなければ」とする

。 
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議案第３９号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営 

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果 

的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例（ 

専決第９号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営

並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部を改正する条例 

 白石市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例（平成２５年白石市条例第１３号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第１号中「法第８条の２第１４項」を「法第８条の２第１２項」に

改める。 

第７条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１０条第２項中「指定介護療養型医療施設（健康保険法等の一部を改正

する法律（平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によ

りなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定による改正前の法

第４８条第１項第３号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。第４５条

第６項において同じ。）」を「健康保険法等の一部を改正する法律（平成１

８年法律第８３号）第２６条の規定による改正前の法第４８条第１項第３号

に規定する指定介護療養型医療施設」に、「同条第７項」を「第４５条第７

項」に改める。 

第１１条第１項ただし書中「同一敷地内にある」を削る。 

第１２条第２項中「第５項で」を「第５項に」に改め、同項第２号中「磁

気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事

項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな

い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供される

ものをいう。第９３条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」

に改める。 

第３３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同

項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定介護予防認知症対応型通所介護事業者は、原則として、重要事項を
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ウェブサイトに掲載しなければならない。 

第４１条第２項第２号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同項

第６号を同項第７号とし、同項第５号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の

規定による」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を

加える。 

(３) 第４３条第１１号の規定による身体的拘束その他利用者の行動を制

  限する行為（以下「身体的拘束等」という。）の態様及び時間、その際

  の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第４３条第１４号中「第１２号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１

６号とし、同条中第１０号から第１３号までを２号ずつ繰り下げ、第９号の

次に次の２号を加える。 

(１０) 指定介護予防認知症対応型通所介護の提供に当たっては、当該利

  用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない

  場合を除き、身体的拘束等を行ってはならない。 

(１１) 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

  の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければな

  らない。 

第４５条第６項の表（１）の項中「、指定介護療養型医療施設（医療法（

昭和２３年法律第２０５号）第７条第２項第４号に規定する療養病床を有す

る診療所であるものに限る。）」を削る。 

第４６条第１項ただし書中「当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事

業所に併設する前条第６項の表（１）の項中欄に掲げる施設等の職務、同一

敷地内の指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（指定地域密着型サ

ービス基準条例第７条第１項に規定する指定定期巡回・随時対応型訪問介護

看護事業所をいう。）の職務（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所に係る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者（同項に規定す

る指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者をいう。）が、指定夜間対

応型訪問介護事業者（指定地域密着型サービス基準条例第４８条第１項に規
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定する指定夜間対応型訪問介護事業者をいう。）、指定訪問介護事業者（指

定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚

生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）第５条第１項

に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）又は指定訪問看護事業

者（指定居宅サービス等基準第６０条第１項に規定する指定訪問看護事業者

をいう。）の指定を併せて受け、一体的な運営を行っている場合には、これ

らの事業に係る職務を含む。）若しくは法第１１５条の４５第１項に規定す

る介護予防・日常生活支援総合事業（同項第１号ニに規定する第１号介護予

防支援事業を除く。）」を「他の事業所、施設等の職務」に改める。 

第５４条第１項中「身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下

「身体的拘束等」という。）」を「身体的拘束等」に改め、同条に次の１項

を加える。 

３ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

(１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話

  装置等を活用して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開

  催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹

  底を図ること。 

(２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

(３) 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研

  修を定期的に実施すること。 

第６４条の次に次の１条を加える。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

 る方策を検討するための委員会の設置） 

第６４条の２ 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業者は、当該指定介

護予防小規模多機能型居宅介護事業所における業務の効率化、介護サービ

スの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当該

指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所における利用者の安全並びに

介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するため

の委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）
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を定期的に開催しなければならない。 

第６５条第２項第３号から第７号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

第７３条第１項ただし書中「同一敷地内にある」及び「若しくは併設する

指定小規模多機能型居宅介護事業所」を削る。 

第８０条ただし書中「これらの事業所、施設等が同一敷地内にあること等

により」を削る。 

第８４条中第３項を第８項とし、第２項を第７項とし、第１項の次に次の

５項を加える。 

２ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、前項の規定に基づき

協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機

関を定めるように努めなければならない。 

(１) 利用者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対

  応を行う体制を、常時確保していること。 

(２) 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者からの診療の求

  めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

３ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、１年に１回以上、協

力医療機関との間で、利用者の病状が急変した場合等の対応を確認すると

ともに、協力医療機関の名称等を市長に届け出なければならない。 

４ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６

条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関（次項において「第二種協

定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定す

る新型インフルエンザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同

条第９項に規定する新感染症をいう。次項において同じ。）の発生時等の

対応を取り決めるように努めなければならない。 

５ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、協力医療機関が第二

種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関

との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければなら

ない。 
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６ 指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者が協力医療機

関その他の医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が

可能となった場合においては、再び当該指定介護予防認知症対応型共同生

活介護事業所に速やかに入居させることができるように努めなければなら

ない。 

第８６条第２項第１号から第６号までの規定中「に規定する」を「の規定

による」に改める。 

第８７条中「及び第６２条」を「、第６２条及び第６４条の２」に改める

。 

第９３条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第３３条に

１項を加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 

（身体的拘束等の適正化に係る経過措置） 

第２条 この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和７年３月

３１日までの間におけるこの条例による改正後の白石市指定地域密着型介

護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予

防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を

定める条例（以下「新地域密着型介護予防サービス基準条例」という。）

第５４条第３項の規定の適用については、同項中「講じなければ」とある

のは、「講ずるよう努めなければ」とする。 

（利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

 る方策を検討するための委員会の設置に係る経過措置） 

第３条 施行日から令和９年３月３１日までの間における新地域密着型介護

予防サービス基準条例第６４条の２（新地域密着型介護予防サービス基準

条例第８７条において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

新地域密着型介護予防サービス基準条例第６４条の２中「しなければ」と

-44-



あるのは、「するよう努めなければ」とする。 
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議案第４０号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介 

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る 

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例（専決第１０号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介

護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例 

 白石市指定介護予防支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定介護予

防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２７年白石市条

例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第３条第３項中「法第８条の２第１８項」を「法第８条の２第１６項」に

改める。 

第４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置者

である指定介護予防支援事業者」に改め、「（以下「指定介護予防支援事業

所」という。）」を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、当該指定に

係る事業所ごとに１以上の員数の指定介護予防支援の提供に当たる必要な

数の介護支援専門員を置かなければならない。 

第５条第１項中「指定介護予防支援事業所」を「当該指定に係る事業所（

以下「指定介護予防支援事業所」という。）」に改め、同条第２項中「前項

に規定する」を「地域包括支援センターの設置者である指定介護予防支援事

業者が前項の規定により置く」に改め、同条に次の２項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者が第１項の規定

により置く管理者は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号

）第１４０条の６６第１号イ（３）に規定する主任介護支援専門員（以下

この項において「主任介護支援専門員」という。）でなければならない。

ただし、主任介護支援専門員の確保が著しく困難である等やむを得ない理

由がある場合については、介護支援専門員（主任介護支援専門員を除く。

）を第１項に規定する管理者とすることができる。 

４ 前項の管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

(１) 当該管理者がその管理する指定介護予防支援事業所の介護支援専門
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  員の職務に従事する場合 

(２) 当該管理者が他の事業所の職務に従事する場合（その管理する指定

  介護予防支援事業所の管理に支障がない場合に限る。） 

第６条第２項中「利用申込者」を「利用者」に改め、同条第３項中「利用

申込者」を「利用者」に改め、「担当職員」の次に「（指定居宅介護支援事

業者である指定介護予防支援事業者の場合にあっては、介護支援専門員。以

下この章及び次章において同じ。）」を加え、同条第４項第２号中「磁気デ

ィスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により一定の事項を

確実に記録しておくことができる物」を「電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方

式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。第３５条第１項において同じ。）に係る記録媒体をいう。）」に改

める。 

第１２条に次の２項を加える。 

２ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項の利用

料のほか、利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅を

訪問して指定介護予防支援を行う場合には、それに要した交通費の支払を

利用者から受けることができる。 

３ 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、前項に規定

する費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又

はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得なければならない。 

第１３条中「利用料の支払」を「前条第１項の利用料の支払」に改める。 

第１４条中「指定介護予防支援事業者」を「地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者」に改め、同条第１号中「（平成１１年厚

生省令第３６号）」を削り、同条第４号中「次章」の次に「（第３２条第２

９号を除く。）」を加える。 

第２３条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同

項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 
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３ 指定介護予防支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。 

第３０条第２項第２号エ中「に規定する」を「の規定による」に改め、同

項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第６号と

し、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を同項第

５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号を

同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 第３２条第２号の３の規定による身体的拘束その他利用者の行動を

  制限する行為（同条第２号の２及び第２号の３において「身体的拘束等

  」という。）の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急

  やむを得ない理由の記録 

第３２条第２号の次に次の２号を加える。 

(２)の２ 指定介護予防支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の利

  用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身

  体的拘束等を行ってはならない。 

(２)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

  際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければ

  ならない。 

第３２条第１６号ア中「及びサービスの評価期間が終了する月並びに利用

者の状況に著しい変化があったときは、利用者の居宅を訪問し」を削り、同

号ウを同号オとし、同号イ中「訪問しない月」の次に「（イただし書の規定

によりテレビ電話装置等を活用して利用者に面接する月を除く。）」を加え

、同号イを同号エとし、同号アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行う

   こと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、サービスの提

   供を開始する月の翌月から起算して３月ごとの期間（以下このイにお

   いて単に「期間」という。）について、少なくとも連続する２期間に

   １回、利用者の居宅を訪問し、面接するときは、利用者の居宅を訪問

   しない期間においては、テレビ電話装置等を活用して、利用者に面接

   することができる。 
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(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで

きること。 

ｃ 担当職員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリングでは把

握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

ウ サービスの評価期間が終了する月及び利用者の状況に著しい変化が

   あったときは、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接すること。 

第３２条に次の１号を加える。 

(２９) 指定居宅介護支援事業者である指定介護予防支援事業者は、法第

  １１５条の３０の２第１項の規定により市長から情報の提供を求められ

  た場合には、その求めに応じなければならない。 

第３４条中「第１２条」を「第１２条第１項」に改める。 

第３５条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

   附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２３条に１項を

加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４１号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定 

める条例の一部を改正する条例（専決第１１号） 

（令和６年３月２９日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定

める条例の一部を改正する条例 

 白石市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める

条例（平成３０年白石市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第４条第４項中「法第１１５条の４６第１項に規定する地域包括支援セン

ター」を「地域包括支援センター（法第１１５条の４６第１項に規定する地

域包括支援センターをいう。以下同じ。）」に改める。 

第５条第２項中「利用者の数が３５人」を「利用者の数（当該指定居宅介

護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を併せて受け、又は法第１１

５条の２３第３項の規定により地域包括支援センターの設置者である指定介

護予防支援事業者から委託を受けて、当該指定居宅介護支援事業所において

指定介護予防支援（法第５８条第１項に規定する指定介護予防支援をいう。

以下この項及び第１６条第２９号において同じ。）を行う場合にあっては、

当該事業所における指定居宅介護支援の利用者の数に当該事業所における指

定介護予防支援の利用者の数に３分の１を乗じた数を加えた数。次項におい

て同じ。）が４４」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定居宅介護支援事業所が、公益社団法人国

民健康保険中央会（昭和３４年１月１日に社団法人国民健康保険中央会と

いう名称で設立された法人をいう。）が運用及び管理を行う指定居宅介護

支援事業者及び指定居宅サービス事業者等の使用に係る電子計算機と接続

された居宅サービス計画の情報の共有等のための情報処理システムを利用

し、かつ、事務職員を配置している場合における第１項に規定する員数の

基準は、利用者の数が４９又はその端数を増すごとに１とする。 

第６条第３項第２号中「その管理する指定居宅介護支援事業所と同一の敷

地内にある」を削り、「（当該」を「（その管理する」に改める。 

第７条第２項中「利用申込者」を「利用者」に改め、「、前６月間に当該

指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうち

に訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項

において「訪問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス

計画の数が占める割合、前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作
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成された居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに

同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者（法第４

２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者をいう。）によっ

て提供されたものが占める割合」を削り、同条第８項を同条第９項とし、同

条第７項各号列記以外の部分中「第４項」を「第５項」に改め、同項第１号

中「第４項各号」を「第５項各号」に改め、同項を同条第８項とし、同条第

６項中「第４項第１号」を「第５項第１号」に改め、同項を同条第７項とし

、同条第５項を同条第６項とし、同条第４項中「第７項」を「第８項」に改

め、同項第２号中「磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ず

る方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物」を「電磁的

記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。第３４条第１項において同じ。）に係る

記録媒体をいう。）」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項中「利用

申込者」を「利用者」に改め、同項を同条第４項とし、同条第２項の次に次

の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、前６月間に当該指定居宅介護支援

事業所において作成された居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護、通

所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪

問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が

占める割合並びに前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同

一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着型サービス事業者（法第４

２条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者をいう。）によ

って提供されたものが占める割合につき説明を行い、理解を得るよう努め

なければならない。 

第１６条第２号の次に次の２号を加える。 

(２)の２ 指定居宅介護支援の提供に当たっては、当該利用者又は他の

   利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き
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   、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束

   等」という。）を行ってはならない。 

(２)の３ 前号の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、そ

   の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなけ

   ればならない。 

第１６条第１５号ア中「、利用者の居宅を訪問し」を削り、同号中イをウ

とし、アの次に次のように加える。 

イ アの規定による面接は、利用者の居宅を訪問することによって行う

   こと。ただし、次のいずれにも該当する場合であって、少なくとも２

   月に１回、利用者の居宅を訪問し、利用者に面接するときは、利用者

   の居宅を訪問しない月においては、テレビ電話装置等を活用して、利

   用者に面接することができるものとする。 

(ア) テレビ電話装置等を活用して面接を行うことについて、文書に

より利用者の同意を得ていること。 

(イ) サービス担当者会議等において、次に掲げる事項について主治

の医師、担当者その他の関係者の合意を得ていること。 

ａ 利用者の心身の状況が安定していること。 

ｂ 利用者がテレビ電話装置等を活用して意思疎通を行うことがで

きること。 

ｃ 介護支援専門員が、テレビ電話装置等を活用したモニタリング

では把握できない情報について、担当者から提供を受けること。 

第１６条第２９号中「基づき、」の次に「地域包括支援センターの設置者

である」を加える。 

第２５条第１項中「重要事項」の次に「（以下この条において単に「重要

事項」という。）」を加え、同条第２項中「前項に規定する」を削り、「同

項」を「前項」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 指定居宅介護支援事業者は、原則として、重要事項をウェブサイトに掲

載しなければならない。 

第３２条第２項第５号中「に規定する」を「の規定による」に改め、同号

を同項第６号とし、同項第４号中「に規定する」を「の規定による」に改め
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、同号を同項第５号とし、同項第３号中「に規定する」を「の規定による」

に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号の次に次の１号を加える。 

(３) 第１６条第２号の３の規定による身体的拘束等の態様及び時間、そ

の際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

第３４条第１項中「（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情

報処理の用に供されるものをいう。）」を削る。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２５条に１項を

加える改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第４２号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市市税条例の一部を改正する条例（専決第１２号） 

（令和６年３月３１日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市市税条例の一部を改正する条例 

白石市市税条例（昭和３０年白石市条例第７号）の一部を次のように改正 

する。 

第３３条の６第１項中「若しくは金銭」を削る。 

第５０条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の

部分に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が同項各号のいずれかに該当することが明らかで

あり、かつ、市民税を減免する必要があると認める場合は、この限りでない

。 

第５０条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には

」に改める。 

第５５条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

第７１条第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記以外の

部分に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有する固定資産が同項各号のいずれかに該当

することが明らかであり、かつ、固定資産税を減免する必要があると認める

場合は、この限りでない。 

第７１条第３項中「によって」を「により」に、「においては」を「には

」に改める。 

第１３７条の３第２項中「によって」を「により」に改め、同項各号列記

以外の部分に次のただし書を加える。 

ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得する土地が同項各号のいずれ

かに該当することが明らかであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要が

あると認める場合は、この限りでない。 

第１３７条の３第３項中「によって」を「により」に改める。 

附則第５条の２を次のように改める。 

第５条の２ 削除 

附則第５条の３の次に次の１条を加える。 

（令和６年能登半島地震災害に係る雑損控除額等の特例） 

第５条の４ 所得割の納税義務者の選択により、法附則第４条の４第４項に
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規定する特例損失金額（以下この項において「特例損失金額」という。）

がある場合には、特例損失金額（同条第４項に規定する災害関連支出があ

る場合には、第３項に規定する申告書の提出の日の前日までに支出したも

のに限る。以下この項及び次項において「損失対象金額」という。）につ

いて、令和５年において生じた法第３１４条の２第１項第１号に規定する

損失の金額として、この条例の規定を適用することができる。この場合に

おいて、第３３条の２の規定により控除された金額に係る当該損失対象金

額は、その者の令和７年度以後の年度分で当該損失対象金額が生じた年の

末日の属する年度の翌年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用につい

ては、当該損失対象金額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

２ 前項前段の場合において、第３３条の２の規定により控除された金額に

係る損失対象金額のうちに同項の適用を受けた者と生計を一にする令第４

８条の６第１項に規定する親族の有する法附則第４条の４第４項に規定す

る資産について受けた損失の金額（以下この項において「親族資産損失額 

」という。）があるときは、当該親族資産損失額は、当該親族の令和７年

度以後の年度分で当該親族資産損失額が生じた年の末日の属する年度の翌

年度分の市民税に係るこの条例の規定の適用については、当該親族資産損

失額が生じた年において生じなかったものとみなす。 

３ 第１項の規定は、令和６年度分の第３５条の２第１項又は第４項の規定

による申告書（その提出期限後において市民税の納税通知書が送達される

時までに提出されたもの及びその時までに提出された第３５条の３第１項

の確定申告書を含む。）に第１項の規定の適用を受けようとする旨の記載

がある場合（これらの申告書にその記載がないことについてやむを得ない

理由があると市長が認める場合を含む。）に限り、適用する。 

附則第６条中「附則第４条の４第３項」を「附則第４条の５第３項」に改 

める。 

附則第７条の４の次に次の４条を加える。 

（令和６年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の５ 令和６年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の８第４項

及び第５項に規定することにより控除すべき市民税に係る令和６年度分特
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別税額控除額を、前年の合計所得金額が１，８０５万円以下である所得割

の納税義務者（次条及び附則第７条の７において「特別税額控除対象納税

義務者」という。）の第３３条の３、第３３条の５から第３３条の８まで 

、附則第５条の３第２項、附則第７条第１項、附則第７条の３の２第１項

、前条及び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除す

る。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第３３条の６第２項、第４６条の

５第１項及び前条の規定の適用については、第３３条の６第２項及び前条

中「附則第５条の６第２項」とあるのは「附則第５条の６第２項及び第５

条の８第６項」と、第４６条の５第１項中「課した」とあるのは「附則第

７条の５第１項の規定の適用がないものとした場合に課すべき」と、「の

前々年中」とあるのは「の同項の規定の適用がないものとした場合におけ

る前々年中」と、「、前々年中」とあるのは「、附則第７条の５第１項の

規定の適用がないものとした場合における前々年中」とする。 

（令和６年度分の個人の市民税の納税通知書に関する特例） 

第７条の６ 令和６年度分の個人の市民税に限り、個人の市民税の納税通知

書に記載すべき各納期の納付額については、第４０条の規定にかかわらず 

、次に定めるところによる。 

(１) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の普通徴収に係る個 

人の市民税の額（前条第１項の規定の適用がないものとした場合に算出

される普通徴収に係る個人の市民税の額をいう。）、特別税額控除前の

普通徴収に係る個人の県民税の額（法附則第５条の８第１項及び第２項

の規定の適用がないものとした場合に算出される普通徴収に係る個人の

県民税の額をいう。）及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額（以

下この号において「特別税額控除前の普通徴収に係る個人の住民税の額

」という。）からその者の普通徴収に係る個人の市民税の額、普通徴収

に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境税の額の合算額を

控除した額（以下この項において「普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通徴収に係る個

人の住民税の額を４で除して得た金額（当該金額に１，０００円未満の
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端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であるときは

、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「

分割金額」という。）に３を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前

の普通徴収に係る個人の住民税の額から控除した残額に相当する金額（

以下この項において「第１期分金額」という。）に満たない場合には、

当該納税通知書に記載すべき各納期の納付額は、第３９条第１項に規定

する第１期の納期（以下この項、次項及び次条第１項において「第１期

納期」という。）においてはその者の第１期分金額からその者の普通徴

収の個人の住民税に係る特別税額控除額を控除した額とし、その他のそ

れぞれの納期においてはその者の分割金額とする。 

(２) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別

税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第１期

分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、当該納税通

知書に記載すべき各納期の納付額は、第１期納期においてはないものと

し、第４０条第１項に規定する第２期の納期（以下この項及び次条第１

項において「第２期納期」という。）においてはその者の第１期分金額

とその者の分割金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に

係る特別税額控除額を控除した額とし、第３９条第１項に規定する第３

期の納期（以下この項において「第３期納期」という。）及び同条第１

項に規定する第４期の納期（以下この項において「第４期納期」という

。）においてはその者の分割金額とする。 

(３) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別 

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額との合計額以上

であり、かつ、その者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて

得た金額との合計額に満たない場合には、当該納税通知書に記載すべき

各納期の納付額は、第１期納期及び第２期納期においてはないものとし 

、第３期納期においてはその者の第１期分金額とその者の分割金額に２

を乗じて得た金額との合計額からその者の普通徴収の個人の住民税に係

る特別税額控除額を控除した金額とし、第４期納期においてはその者の

分割金額とする。 
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(４) 特別税額控除対象納税義務者の普通徴収の個人の住民税に係る特別 

税額控除額がその者の第１期分金額とその者の分割金額に２を乗じて得

た金額との合計額以上である場合には、当該納税通知書に記載すべき各

納期の納付額は、第１期納期、第２期納期及び第３期納期においてはな

いものとし、第４期納期においてはその者の普通徴収に係る個人の市民

税の額、普通徴収に係る個人の県民税の額及び普通徴収に係る森林環境

税の額の合算額とする。 

２ 令和６年度分の個人の市民税（第１期納期から第４６条第１項の規定に

より普通徴収の方法によって徴収されることとなったものを除く。）を同

項の規定により普通徴収の方法によって徴収する場合については、前項の

規定は、適用しない。 

（令和６年度分の公的年金等に係る所得に係る個人の市民税に関する特例 

 ） 

第７条の７ 令和６年度分の個人の市民税に限り、第４６条の２第１項の規 

定により特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に係る

個人の市民税（第３項において「年金所得に係る特別徴収の個人の市民税

」という。）の額及び同条第２項の規定により普通徴収の方法によって徴

収すべき公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の額については、次に

定めるところによる。 

(１) 特別税額控除対象納税義務者の特別税額控除前の年金所得に係る個 

人の市民税の額（附則第７条の５第１項の規定の適用がないものとした

場合に算出される第４６条の２第１項に規定する前年中の公的年金等に

係る所得に係る所得割額及び均等割額（これと併せて賦課徴収を行う森

林環境税額を含む。以下この号及び第５号において同じ。）の合算額（

以下この号及び第５号において「年金所得に係る所得割額及び均等割額

の合算額」という。）をいう。以下この号及び第３項第１号において同

じ。）からその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額を控

除した額（以下この項及び第３項において「年金所得に係る個人の市民

税に係る特別税額控除額」という。）がその者の特別税額控除前の普通

徴収に係る個人の市民税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の
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市民税の額から特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額（特

別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額の２分の１に相当する

額をいう。以下この号において同じ。）を控除した額をいう。以下この

号において同じ。）を２で除して得た金額（当該金額に１，０００円未

満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１，０００円未満であると

きは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項におい

て「第２期分金額」という。）をその者の特別税額控除前の普通徴収に

係る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項に

おいて「第１期分金額」という。）に満たない場合には、第１期納期及

び第２期納期に普通徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所

得に係る個人の市民税の額（以下この項において「普通徴収対象税額」

という。）並びに第４６条の３に規定する特別徴収対象年金給付の支払

をする際、特別徴収の方法によって徴収すべき公的年金等に係る所得に

係る個人の市民税の額（以下この項及び第３項において「特別徴収対象

税額」という。）は、第１期納期においてはその者の第１期分金額から

その者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した

残額に相当する税額、第２期納期においてはその者の第２期分金額に相

当する税額、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０日

までの間においてはその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市

民税の額を３で除して得た金額（当該金額に１００円未満の端数がある

とき、又は当該金額の全額が１００円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切り捨てた金額。以下この項において「分割金額」とい

う。）に２を乗じて得た金額をその者の特別税額控除前の特別徴収に係

る個人の市民税の額から控除した残額に相当する金額（以下この項にお

いて「１０月分金額」という。）に相当する税額、同年１２月１日から

翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相当する税額

とする。 

(２) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の第１期分金額以上であり、かつ、その者の第

１期分金額とその者の第２期分金額との合計額に満たない場合には、普
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通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期における税額はな

いものとし、第２期納期においてはその者の第１期分金額とその者の第

２期分金額との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る

特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、当該年度の初日の属す

る年の１０月１日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月

分金額に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間

においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(３) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の第１期分金額とその者の第２期分金額との合

計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額、その者の第２期分金額

及びその者の１０月分金額の合計額に満たない場合には、普通徴収対象

税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期における税額

はないものとし、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３

０日までの間においてはその者の第１期分金額、その者の第２期分金額

及びその者の１０月分金額の合計額からその者の年金所得に係る個人の

市民税に係る特別税額控除額を控除した残額に相当する税額、同年１２

月１日から翌年の３月３１日までの間においてはその者の分割金額に相

当する税額とする。 

(４) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額及びそ

の者の１０月分金額の合計額以上であり、かつ、その者の第１期分金額 

、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金額

の合計額に満たない場合には、普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額

は、第１期納期及び第２期納期並びに当該年度の初日の属する年の１０

月１日から１１月３０日までの間における税額はないものとし、同年１

２月１日から翌年の１月３１日までの間においてはその者の第１期分金

額、その者の第２期分金額、その者の１０月分金額及びその者の分割金

額の合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

-63-



(５) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の第１期分金額、その者の第２期分金額、その

者の１０月分金額及びその者の分割金額の合計額以上である場合には、

普通徴収対象税額及び特別徴収対象税額は、第１期納期及び第２期納期

並びに当該年度の初日の属する年の１０月１日から翌年の１月３１日ま

での間における税額はないものとし、同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の年金所得に係る所得割額及び均等割額の合算額

に相当する税額とする。 

２ 前項の規定の適用がある場合における第４６条の４の規定の適用につい

ては、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収

対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額

」とあるのは、「附則第７条の７第１項各号に規定する特別徴収の方法に

よって徴収すべき額」とする。 

３ 令和６年度分の個人の市民税に限り、年金所得に係る特別徴収の個人の

市民税の額（第１項の規定の適用があるものを除く。）については、次に

定めるところによる。 

(１) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の特別税額控除前の特別徴収に係る個人の市民

税の額（特別税額控除前の年金所得に係る個人の市民税の額から第４６

条の５第１項に規定する年金所得に係る仮特別徴収税額を控除した額を

いう。以下この号において同じ。）を３で除して得た金額（当該金額に

１００円未満の端数があるとき、又は当該金額の全額が１００円未満で

あるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた金額。以下この項

において「分割金額」という。）に２を乗じて得た金額をその者の特別

税額控除前の特別徴収に係る個人の市民税の額から控除した残額に相当

する金額（以下この項において「１０月分金額」という。）に満たない

場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１

日から１１月３０日までの間においてはその者の１０月分金額からその

者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控除額を控除した残額
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に相当する税額、同年１２月１日から翌年の３月３１日までの間におい

てはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(２) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の１０月分金額以上であり、かつ、その者の１

０月分金額とその者の分割金額との合計額に満たない場合には、特別徴

収対象税額は、当該年度の初日の属する年の１０月１日から１１月３０

日までの間における税額はないものとし、同年１２月１日から翌年の１

月３１日までの間においてはその者の１０月分金額とその者の分割金額

との合計額からその者の年金所得に係る個人の市民税に係る特別税額控

除額を控除した残額に相当する税額、同年２月１日から３月３１日まで

の間においてはその者の分割金額に相当する税額とする。 

(３) 特別税額控除対象納税義務者の年金所得に係る個人の市民税に係る 

特別税額控除額がその者の１０月分金額とその者の分割金額との合計額

以上である場合には、特別徴収対象税額は、当該年度の初日の属する年

の１０月１日から翌年の１月３１日までの間における税額はないものと

し、同年２月１日から３月３１日までの間においてはその者の第４６条

の５第２項の規定により読み替えられた第４６条の２第１項に規定する

年金所得に係る特別徴収税額に相当する税額とする。 

４ 前項の規定の適用がある場合における第４６条の４の規定の適用につい

ては、同条第２項中「年金所得に係る特別徴収税額を当該年度の初日の属

する年の１０月１日から翌年の３月３１日までの間における当該特別徴収

対象年金所得者に係る特別徴収対象年金給付の支払の回数で除して得た額

」とあるのは、「附則第７条の７第３項各号に規定する特別徴収の方法に

よって徴収すべき額」とする。 

５ 令和６年度分の個人の市民税につき第４６条の６第１項の規定の適用が

ある場合については、前各項の規定は、適用しない。 

（令和７年度分の個人の市民税の特別税額控除） 

第７条の８ 令和７年度分の個人の市民税に限り、法附則第５条の１２第３

項及び第４項に規定するところにより控除すべき市民税に係る令和７年度

分特別税額控除額を、同条第３項に規定する特別税額控除対象納税義務者
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の第３３条の３、第３３条の５から第３３条の８まで、附則第５条の３第

２項、附則第７条第１項、附則第７条の３の２第１項、附則第７条の４及

び附則第９条の２の規定を適用した場合の所得割の額から控除する。 

附則第８条第２項中「前条」を「附則第７条の４」に改め、同条第３項中

「第３３条の８第１項」の次に「、附則第７条の５第１項及び前条」を加え

、「同項中」を「第３３条の８第１項中」に、「とあるのは、」を「とある

のは」に、「とする」を「と、附則第７条の５第１項中「前条及び」とある

のは「前条、附則第８条第２項及び」と、前条中「附則第７条の４及び」と

あるのは「附則第７条の４、次条第２項及び」とする」に改める。 

附則第１０条の２第２１項を削り、同条第２０項を同条第２１項とし、同

条第１９項中「附則第１５条第２５項第３号ハ」を「附則第１５条第２５項

第４号ハ」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第１８項中「附則第１５

条第２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２５項第４号ロ」に改め、同項を

同条第１９項とし、同条第１７項中「附則第１５条第２５項第３号イ」を「

附則第１５条第２５項第４号イ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第

１６項中「附則第１５条第２５項第２号ハ」を「附則第１５条第２５項第３

号ハ」に改め、同項を同条第１７項とし、同条第１５項中「附則第１５条第

２５項第２号ロ」を「附則第１５条第２５項第３号ロ」に改め、同項を同条

第１６項とし、同条第１４項中「附則第１５条第２５項第２号イ」を「附則

第１５条第２５項第３号イ」に改め、同項を同条第１５項とし、同条第１３

項の次に次の１項を加える。 

１４ 法附則第１５条第２５項第２号に規定する設備について同号に規定す

る市町村の条例で定める割合は７分の６とする。 

附則第１０条の２第２２項中「附則第１５条第３３項」を「附則第１５条

第３２項」に改め、同条第２３項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１

５条第３７項」に改め、同条第２７項を同条第２８項とし、同条第２６項を

同条第２７項とし、同条第２５項中「附則第１５条第４３項」を「附則第１

５条第４２項」に改め、同項を同条第２６項とし、同条第２４項中「附則第

１５条第４２項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同項を同条第２５項

とし、同条第２３項の次に次の１項を加える。 
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２４ 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は２分

の１とする。 

附則第１０条の３第１４項を同条第１５項とし、同条第１３項中「附則第

７条第１７項」を「附則第７条第１８項」に改め、同項を同条第１４項とし

、同条第１２項中「附則第７条第１６項各号」を「附則第７条第１７項各号

」に改め、同項を同条第１３項とし、同条第１１項中「附則第７条第１１項

各号」を「附則第７条第１２項各号」に改め、同項を同条第１２項とし、同

条第１０項中「附則第７条第１０項各号に規定する」を「附則第７条第１１

項各号に掲げる」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第９項中「附則第

７条第９項各号」を「附則第７条第１０項各号」に改め、同項を同条第１０

項とし、同条第８項中「附則第７条第８項各号」を「附則第７条第９項各号

」に改め、同項を同条第９項とし、同条中第７項を第８項とし、第３項から

第６項までを１項ずつ繰り下げ、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 市長は、法附則第１５条の７第１項又は第２項の認定長期優良住宅のう

ち区分所有に係る住宅については、前項の申告書の提出がなかった場合に

おいても、長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８

７号）第５条第４項に規定する管理者等から、法附則第１５条の７第３項

に規定する期間内に施行規則附則第７条第４項に規定する書類の提出がさ

れ、かつ、当該区分所有に係る住宅が法附則第１５条の７第１項又は第２

項に規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわら

ず、同条第１項又は第２項の規定を適用することができる。 

附則第１１条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「令和４年度又は令和５年度」を「令和７年

度又は令和８年度」に改め、同条第１項中「令和４年度分又は令和５年度分 

」を「令和７年度分又は令和８年度分」に改め、同条第２項中「令和４年度

適用土地又は令和４年度類似適用土地」を「令和７年度適用土地又は令和７

年度類似適用土地」に、「令和５年度分」を「令和８年度分」に改める。 

附則第１２条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改め、同条第１項中「令和３年度から令和５年度
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まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令

和４年度分の固定資産税にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３

年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税標準額）」を

削り、同条第２項及び第３項中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和

６年度から令和８年度までの各年度分」に改め、同条第４項及び第５項中「

令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改

める。 

附則第１２条の３中「地方税法等の一部を改正する法律（平成３０年法律

第３号）附則第２２条第１項」を「地方税法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第４号）附則第２１条第１項」に改め、「平成３０年度から令和２

年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に改める。 

附則第１３条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」

を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「。以下この項において同じ

。」及び「（令和３年度分の固定資産税にあっては、前年度分の固定資産税

の課税標準額）」を削る。 

附則第１５条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度

から令和８年度まで」に改め、同条第２項中「令和６年３月３１日」を「令

和９年３月３１日」に改める。 

附則第１６条の３第３項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第１６条の３第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

附則第１６条の４第３項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「 

所得割の額並びに附則第１６条の４第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

附則第１７条第３項に次の１号を加える。 
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(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「 

所得割の額並びに附則第１７条第１項の規定による市民税の所得割の額

」とする。 

附則第１８条第５項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第１８条第１項の規定による市民税の所得割の額

」とする。 

附則第１９条第２項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「 

所得割の額並びに附則第１９条第１項の規定による市民税の所得割の額

」とする。 

附則第２０条第２項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第２０条第１項の規定による市民税の所得割の額

」とする。 

附則第２０条の２第２項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第２０条の２第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

附則第２０条の２第５項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第２０条の２第３項後段の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

附則第２０条の３第２項に次の１号を加える。 
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(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「

所得割の額並びに附則第２０条の３第１項の規定による市民税の所得割

の額」とする。 

附則第２０条の３第５項に次の１号を加える。 

(５) 附則第７条の５及び附則第７条の８の規定の適用については、附則

第７条の５第１項及び附則第７条の８中「所得割の額」とあるのは、「 

所得割の額並びに附則第２０条の３第３項後段の規定による市民税の所

得割の額」とする。 

附則第２５条を削る。 

附則第２６条（見出しを含む。）中「附則第１５条第３３項」を「附則第

１５条第３２項」に改め、同条を附則第２５条とする。 

附則第２７条（見出しを含む。）中「附則第１５条第３８項」を「附則第

１５条第３７項」に改め、同条を附則第２６条とし、同条の次に次の１条を

加える。 

（法附則第１５条第３８項の条例で定める割合） 

第２７条 法附則第１５条第３８項に規定する市町村の条例で定める割合は

２分の１とする。 

附則第２８条（見出しを含む。）中「附則第１５条第４３項」を「附則第

１５条第４２項」に改める。 

附則第３０条の前の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和

６年度から令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度ま

で」を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「（商業地等に係る令和

４年度分の都市計画税にあっては、１００分の２．５）」及び「（令和３年

度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課税標準額）」を削

る。 

附則第３１条及び第３２条中「令和４年度分及び令和５年度分」を「令和

６年度から令和８年度までの各年度分」に改める。 

附則第３３条及び第３４条中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和

６年度から令和８年度まで」に改める。 
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附則第３５条の見出し中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年

度から令和８年度まで」に改め、同条中「令和３年度から令和５年度まで」

を「令和６年度から令和８年度まで」に改め、「。以下この項において同じ

。」及び「（令和３年度分の都市計画税にあっては、前年度分の都市計画税

の課税標準額）」を削る。 

附則第３８条中「附則第３０条、第３１条」を「附則第３１条」に改める

。 

附則第３９条中「第３５項まで、第３８項、第３９項、第４３項若しくは

第４６項」を「第３４項まで、第３７項、第３８項、第４２項若しくは第４

５項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(１) 附則第５条の４の改正規定 公布の日 

(２) 第５５条の改正規定 令和７年４月１日 

(３) 第３３条の６第１項の改正規定及び附則第５条の２の改正規定 公

益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の

翌年の１月１日 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の白石市市税

条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和６年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、令和５年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

２ 令和２年４月１日から令和６年３月３１日までの間に新たに取得された

地方税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定に

よる改正前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項及び第４項にお

いて「旧法」という。）附則第１５条第２５項に規定する特定再生可能エ

ネルギー発電設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例に

よる。 
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３ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた旧法附則

第１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特定事業所

内保育施設の用に供する固定資産に対して課する固定資産税については、

なお従前の例による。 

４ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）

の施行の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５

条第３９項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対

して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、この条例による改正後の都市計画税

の規定は、令和６年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和５

年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

２ 平成２９年４月１日から令和６年３月３１日までの間に受けた地方税法

等の一部を改正する法律（令和６年法律第４号）第１条の規定による改正

前の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という

。）附則第１５条第３２項に規定する政府の補助に係る同項に規定する特

定事業所内保育施設の用に供する固定資産に対して課する都市計画税につ

いては、なお従前の例による。 

３ 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号）

の施行の日から令和６年３月３１日までの間に整備された旧法附則第１５

条第３９項に規定する滞在快適性等向上施設等の用に供する固定資産に対

して課する都市計画税については、なお従前の例による。 
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議案第４３号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（専決第１３号） 

（令和６年３月３１日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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白石市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 白石市国民健康保険税条例（昭和３０年白石市条例第１０号）の一部を次

のように改正する。 

第２条第３項ただし書中「２２万円」を「２４万円」に改める。 

第２３条第１項中「２２万円」を「２４万円」に改め、同項第２号中「２

９万円」を「２９５，０００円」に改め、同項第３号中「５３５，０００円

」を「５４５，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の白石市国民健康保険税条例の規定は、令和６年

度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分までの国

民健康保険税については、なお従前の例による。 
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議案第４４号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条 

例の一部を改正する条例（専決第１４号） 

（令和６年３月３１日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条

例の一部を改正する条例 

 白石市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例（

平成２８年白石市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「令和４年３月３１日」を「令和８年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４５号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

白石市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に 

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する 

条例の一部を改正する条例（専決第１５号） 

（令和６年４月３０日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例 

 白石市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成

２７年白石市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条に次の２号を加える。 

 （５）特定個人番号利用事務 法第１９条第８号に規定する特定個人番号

利用事務をいう。 

 （６）利用特定個人情報 法第１９条第８号に規定する利用特定個人情報

をいう。 

 第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利

用事務」に改め、同条第３項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特

定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用

特定個人情報」に改め、同項ただし書中「当該特定個人情報」を「当該利用

特定個人情報」に改める。 

 別表第２の５市長の項中「法別表第２の２６の項の第４欄に掲げる特定個

人情報」を「利用特定個人情報」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年５月２７日から施行する。 
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議案第４６号 

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、

次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認

を求める。 

令和６年度白石市一般会計補正予算（専決第１６号） 

（令和６年４月３０日専決） 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第４７号 

宮城県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定によ

り、宮城県後期高齢者医療広域連合規約を別紙のとおり変更することについ

て、同法第２９１条の１１の規定により議会の議決を求める。 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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宮城県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約

 宮城県後期高齢者医療広域連合規約の一部を次のように変更する。

別表第１中「２ 被保険者証及び資格証明書の引渡し」を「２ 資格確認書等の引

渡し」に、「３ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付」を「３ 資格確認書等の

返還の受付」に改める。

   附 則

（施行期日）

１ この規約は、令和６年１２月２日から施行する。
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議案第４８号 

東北自動車道を横過する白石市が管理する跨道橋の撤去工事等に係る 

工事細目協定書の変更について 

令和５年４月２７日に議決された第４６１回白石市議会臨時会第５２号議

案東北自動車道を横過する白石市が管理する跨道橋の撤去工事等に係る工事

細目協定書の締結について次のとおり変更したいから、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年白石市条例第９号）第２条

の規定により議会の議決を求める。 

記 

協定の金額中「７億７，０５１万９,９３４円」を「１０億５，００１万９

,６６６円」に改める。 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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議案第４９号 

平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市税の減免に 

関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市税の減免に

関する条例の一部を改正する条例 

 平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市税の減免に関す

る条例（平成２３年白石市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

 附則に次の２項を加える。 

 （令和６年度における国民健康保険税の減免措置の延長） 

２３ 第１項から第３項まで、第７項、第９項、第１１項、第１３項、第１

５項から第１７項まで及び第１９項から第２１項までの規定にかかわらず

、第４条第３項に係る者の内、帰還困難区域及び上位所得層（世帯に属す

る国民健康保険の被保険者について、令和５年の国民健康保険法施行令第

２９条の３第２項に規定する基準所得額を合算した額が、６００万円を超

える世帯。この項及び次項において同じ。）を除く旧避難指示区域等（平

成２７年までに避難指示区域等の指定が解除された区域を除く。）の被保

険者については、令和６年度分についても、この条例の規定を適用する。

この場合において、同項中「平成２３年度」とあるのは「令和６年度」と

、第５条中「受けようとする者」とあるのは「受けようとする者（平成２

３年度から令和５年度までの申請済者を除く。）」と、「平成２３年７月

３１日」とあるのは「令和６年７月３１日」とする。ただし、平成２７年

に避難指示区域等の指定が解除された上位所得層を除く旧避難指示区域等

の被保険者については、第４条第３項中「平成２３年度国民健康保険税額

の全額」とあるのは「令和６年度国民健康保険税額の半額」とする。 

２４ 第１項から第３項まで、第８項、第１０項、第１２項、第１４項、第

１８項及び第２２項の規定にかかわらず、第４条第３項に係る者の内、令

和５年４月２日以降令和５年度に特定復興再生拠点区域の指定が解除され

た旧特定復興再生拠点区域の上位所得層の被保険者については、令和６年

度分についても、この条例の規定を適用する。この場合において、同項中

「平成２３年度国民健康保険税額の全額」とあるのは「令和６年度国民健

康保険税額の令和６年４月分から９月分までに相当する月割算定額」と、

第５条中「受けようとする者」とあるのは「受けようとする者（平成２３

年度から令和５年度までの申請済者を除く。）」と、「平成２３年７月３
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１日」とあるのは「令和６年７月３１日」とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の平成２３年東

日本大震災による災害被害者に対する白石市税の減免に関する条例の規定は

、令和６年４月１日から適用する。 
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議案第５０号 

平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市介護保険料 

の減免に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市介護保険料

の減免に関する条例の一部を改正する条例 

 平成２３年東日本大震災による災害被害者に対する白石市介護保険料の減

免に関する条例（平成２３年白石市条例第９号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則に次の２項を加える。 

２０ 第１項から第４項まで、第６項、第８項、第１０項、第１２項から第

１４項まで及び第１６項から第１８項までの規定にかかわらず、第２条第

４項に係る者の内、帰還困難区域及び上位所得層（地方税法第２９２条第

１項第１３号に規定する合計所得金額（租税特別措置法第３３条の４第１

項若しくは第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３

第１項、第３５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用

がある場合には、当該合計所得金額から介護保険法施行令附則第１９条第

２項に規定する特別控除額を控除して得た額）が６３３万円以上である者

。この項及び次項において同じ。）を除く旧避難指示区域等（平成２７年

までに避難指示区域等の指定が解除された区域を除く。）の被保険者につ

いては、令和６年度分の保険料についても、この条例の規定を適用する。

この場合において、同項中「平成２３年度」とあるのは「令和６年度」と

、第３条中「受けようとする者」とあるのは「受けようとする者（平成２

３年度から令和５年度までの申請済者を除く。）」と、「平成２３年７月

３１日」とあるのは「令和６年７月３１日」とする。ただし、平成２７年

に避難指示区域等の指定が解除された上位所得層を除く旧避難指示区域等

の被保険者については、第２条第４項中「平成２３年度保険料の全額」と

あるのは「令和６年度保険料の半額」とする。 

２１ 第１項から第３項まで、第５項、第７項、第９項、第１１項、第１５

項及び第１９項の規定にかかわらず、第２条第４項に係る者の内、令和５

年４月２日以降令和５年度に特定復興再生拠点区域の指定が解除された旧

特定復興再生拠点区域の上位所得層の被保険者については、令和６年度分

の保険料についても、この条例の規定を適用する。この場合において、同

項中「平成２３年度保険料の全額」とあるのは「令和６年度保険料の令和
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６年４月分から９月分までに相当する保険料額」と、第３条中「受けよう

とする者」とあるのは「受けようとする者（平成２３年度から令和５年度

までの申請済者を除く。）」と、「平成２３年７月３１日」とあるのは「

令和６年７月３１日」とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の平成２３年東

日本大震災による災害被害者に対する白石市介護保険料の減免に関する条例

の規定は、令和６年４月１日から適用する。 
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議案第５１号 

白石市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 白石市企業立地促進条例（平成１８年白石市条例第２０号）の一部を次の

ように改正する。 

第５条第１項中「指定企業者に」を「指定企業者に対し１回に限り」に改

める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第５条第１項の規定は、この条例の施行の日以

後に指定企業者として指定する企業者について適用し、同日前までに指定

した企業者については、なお従前の例による。 
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議案第５２号 

白石市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の 

一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一
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   白石市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

白石市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年白石市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「

３０人」を「２５人」に改める。 

第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「

３０人」を「２５人」に改める。 

第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「

３０人」を「２５人」に改める。 

第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「

３０人」を「２５人」に改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第５３号 

白石市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

  令和６年６月１７日 

                   白石市長 山 田 裕 一 
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   白石市子ども医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

 白石市子ども医療費の助成に関する条例（平成１７年白石市条例第１８号

）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項及び第５条第２項中「１５歳」を「１８歳」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（準備行為）

２ この条例による改正後の白石市子ども医療費の助成に関する条例（以下

「新条例」という。）の規定により助成対象者となる者に係る同条例第５

条、第６条及び第７条の規定に関する事務は、この条例の公布の日から行

うことができるものとする。

（経過措置）

３ 新条例における医療費の助成については、この条例の施行の日以後に行

われた診療に係る医療費の助成について適用し、同日前に行われた診療に

係る医療費の助成については、なお従前の例による。
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